
令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　効果検証

No 事業の名称
事業の概要

①目的、②内容、③実績
総事業費
[単位:円]

交付金充当額
[単位:円]

事業実施による効果 担当課 実施計画
No

1
住民税非課税世帯等臨時特別給付
金給付事業【低所得者世帯給付金】

①コロナ禍における物価高騰対策事業として、電力・ガス・食料品
等の価格高騰による、特に家計への影響が大きい低所得世帯へ
の支援を多なうことで、低所得の方々の生活を維持する。
②令和5年度住民税非課税世帯に対する給付金1世帯につき3
万円
③支給件数：6,066件

192,096,651 192,096,651
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持するため、経済的な負担を軽
減することができた。

福祉課
1
・
2

2
七尾キャッシュレス決済ポイント還元
事業（第5弾）（重点交付金分）

①ポイント還元を通じて、コロナ禍における物価高騰等に直面する
中小企業者を支援する
②キャッシュレス決済利用者に対するポイント還元
※還元率
　 第5弾：10％（上限4,000円/回、20,000円/期間）
③ポイント還元総額
　 第5弾：142,630,740円（令和5年6月～7月）

148,718,842 128,623,000

　市内のみならず市外からも消費を喚起することで、総額
15.7億円以上の直接効果を上げることができ、地域経済
を活性化させることができた。
（ポイント還元10%×11倍）

産業振興課
8
・
13

3 在宅介護等応援金事業

①コロナ渦における物価高騰の影響を受けた在宅で生活している
要介護等認定者の経済負担の軽減を図る。
②1人につき10,000円を支給
③支給件数：1,767件

17,670,000 10,000,000
物価高騰により、経済的負担の影響が大きい高齢者世
帯の在宅生活を支援することができた。

高齢者支援課 10

4 家計等支援事業

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けた世帯や事業者の経
済負担の軽減を図るため、水道料の減免する。
②水道事業会計に繰り出し、水道料の減免に係る費用
　一般用：1世帯828円×3か月、公衆浴場用：17,600円×３か
月
③対象件数：71,247件

59,169,588 50,000,000

物価・原油価格の高騰により影響を受けている市民・事
業者の上下水道の基本料金（３か月分）を減免すること
で、家計の負担等を軽減し、幅広く支援を行うことができ
た。

上下水道課 12


